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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第40期

第３四半期累計期間
第41期

第３四半期累計期間
第40期

会計期間
自 平成28年１月１日

至 平成28年９月30日

自 平成29年１月１日

至 平成29年９月30日

自 平成28年１月１日

至 平成28年12月31日

売上高 （千円） 9,163,783 9,132,387 12,806,936

経常利益 （千円） 2,044,257 2,184,788 3,199,829

四半期（当期）純利益 （千円） 1,319,473 1,480,925 2,082,494

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 1,491,350 1,491,350 1,491,350

発行済株式総数 （株） 22,975,189 22,975,189 22,975,189

純資産額 （千円） 10,983,059 10,939,560 11,753,121

総資産額 （千円） 13,705,591 13,556,781 15,072,844

１株当たり四半期（当期）純利益金額 （円） 57.47 64.50 90.70

潜在株式調整後
１株当たり四半期（当期）純利益金額

（円） － － －

１株当たり配当額 （円） 26.00 35.00 91.00

自己資本比率 （％） 80.1 80.7 78.0

回次
第40期

第３四半期会計期間
第41期

第３四半期会計期間

会計期間
自 平成28年７月１日
至 平成28年９月30日

自 平成29年７月１日
至 平成29年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 23.50 20.40

　
(注) １ 当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

４ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在していないため、記載し

ておりません。

２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業内容について、重要な変

更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」について重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、雇用や所得環境の改善が続くなかで、各種政策の効果もあり、緩や

かな回復基調が続いております。また、世界景気も緩やかに回復する一方で、米国の政策転換の懸念、東アジア地域

の情勢不安などによる緊張の高まりなど、景気の先行きは不透明な状況にあります。

自動車業界におきましては小型・ハイブリッドの低燃費車並びに軽自動車が消費者からの根強い支持を集めており

ますが、原油価格の上昇や為替の変動等、経営環境は依然として厳しい状況が継続しております。

このような市場環境の下、自動車用潤滑油の販売面では、当社の強みであり消費者の関心も高い環境配慮型の低粘

度・省燃費のプレミアムエンジンオイル、トランスミッション用オイルの積極的な拡販に引き続き焦点を当てまし

た。当社の旗艦製品である「カストロールエッジ」ブランドにおいては、高品質・高性能面の訴求に加え、4月～6月

に小売販売網において消費者に向けたキャンペーンを展開し、更なる販売促進に取り組みました。また、ディーラー

向け専用エンジンオイル、トランスミッションオイル製品においては、引き続き「CO ₂ ニュートラル」コンセプトを

通じ、環境保全への取り組みなども紹介しながら、製品付加価値の訴求に取り組みました。さらに、オイル交換時に

手軽にエンジン内部を洗浄できるという特長を持つエンジンシャンプーを中心としたエンジンオイル関連製品の拡販

にも、継続して注力いたしました。

これらの結果、当第３四半期累計期間における売上高は9,132百万円（前年同四半期比0.3％減）、営業利益は2,177

百万円（前年同四半期比7.8％増）、経常利益は2,184百万円（前年同四半期比6.9％増）、四半期純利益は1,480百万

円（前年同四半期比12.2％増）となりました。
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(2) 財政状態の分析

(流動資産）

当第３四半期会計期間末における流動資産の残高は、12,801百万円（前事業年度末は14,342百万円）となり、1,541

百万円減少いたしました。これは、主に受取手形及び売掛金（433百万円の減少）及び短期貸付金（1,094百万円の減

少）によるものです。（なお、貸付金の内容は、BPグループのインハウス・バンクを運営しているビーピー・インタ

ーナショナル・リミテッドに対するものであります。）

(固定資産）

当第３四半期会計期間末における固定資産の残高は、755百万円(前事業年度末は730百万円）となり、24百万円増加

いたしました。これは、有形固定資産（18百万円の減少）、無形固定資産（19百万円の減少）及び投資その他の資産

（62百万円の増加）によるものです。

(流動負債）

当第３四半期会計期間末における流動負債の残高は、2,495百万円（前事業年度末は3,198百万円）となり、702百万

円減少いたしました。これは、主に買掛金（120百万円の減少）、未払金（176百万円の減少）、未払費用（167百万円

の増加）及び未払法人税等（591百万円の減少）によるものです。

(固定負債）

当第３四半期会計期間末における固定負債の残高は、121百万円（前事業年度末は120百万円）となり、０百万円増

加いたしました。

(純資産）

当第３四半期会計期間末における純資産の残高は、10,939百万円（前事業年度末は11,753百万円）となり、813百万

円減少いたしました。これは、主に利益剰余金が四半期純利益により1,480百万円増加し、剰余金の配当により2,295

百万円減少したことによるものです。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 118,000,000

計 118,000,000

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成29年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年11月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 22,975,189 22,975,189
東京証券取引所
市場第一部

完全議決権株式であり、株主
として権利内容に制限のな
い、標準となる株式。
単元株式数 100株

計 22,975,189 22,975,189 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年７月１日～
平成29年９月30日

― 22,975,189 ― 1,491,350 ― 1,749,600

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成29年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

平成29年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 17,300

完全議決権株式（その他） 普通株式 22,949,400 229,494 －

単元未満株式 普通株式 8,489 － １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 22,975,189 － －

総株主の議決権 － 229,494 －

(注) １ 「完全議決権株式(自己株式等)」欄は、全て当社保有の自己株式であります。

２ 「完全議決権株式(その他)」及び「単元未満株式」欄は、証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ

14,000株及び80株含まれております。なお、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係

る議決権の数140個が含まれております。

３ 「単元未満株式」欄は、当社所有の自己株式が33株含まれております。

② 【自己株式等】

平成29年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
ビーピー・カストロール
株式会社

東京都品川区大崎一丁目
11番２号ゲートシテイ大
崎イーストタワー 17,300 － 17,300 0.07

計 － 17,300 － 17,300 0.07

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成29年７月１日から平成29年

９月30日まで）及び第３四半期累計期間（平成29年１月１日から平成29年９月30日まで）に係る四半期財務諸表につ

いて、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。

３ 四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、

当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目からみて、当企業集団の

財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとし

て、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

① 資産基準 0.0％

② 売上高基準 －％

③ 利益基準 △0.0％

④ 利益剰余金基準 0.0％

※会社間項目の消去後の数値により算出しております。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成28年12月31日)

当第３四半期会計期間
(平成29年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 205,989 122,960

受取手形及び売掛金 2,470,441 2,037,232

電子記録債権 761 20,325

商品及び製品 597,476 644,948

原材料及び貯蔵品 28,161 23,151

前払費用 21,495 26,520

繰延税金資産 253,363 253,363

短期貸付金 10,184,853 9,089,857

未収入金 572,492 565,715

その他 7,781 17,685

流動資産合計 14,342,816 12,801,760

固定資産

有形固定資産 187,797 169,786

無形固定資産 55,093 35,344

投資その他の資産 487,137 549,890

固定資産合計 730,028 755,021

資産合計 15,072,844 13,556,781

負債の部

流動負債

買掛金 875,300 754,685

未払金 889,482 712,654

未払費用 535,093 702,130

未払法人税等 762,015 170,627

預り金 10,603 54,099

賞与引当金 116,276 96,668

その他 10,002 5,013

流動負債合計 3,198,774 2,495,881

固定負債

繰延税金負債 97,917 98,508

その他 23,031 22,831

固定負債合計 120,948 121,339

負債合計 3,319,722 2,617,221

純資産の部

株主資本

資本金 1,491,350 1,491,350

資本剰余金 1,749,600 1,749,600

利益剰余金 8,504,443 7,689,582

自己株式 △6,742 △6,782

株主資本合計 11,738,650 10,923,749

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 14,471 15,810

評価・換算差額等合計 14,471 15,810

純資産合計 11,753,121 10,939,560

負債純資産合計 15,072,844 13,556,781
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(2) 【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

(単位：千円)
前第３四半期累計期間
(自 平成28年１月１日
　至 平成28年９月30日)

当第３四半期累計期間
(自 平成29年１月１日
　至 平成29年９月30日)

売上高 9,163,783 9,132,387

売上原価 4,359,330 4,218,440

売上総利益 4,804,453 4,913,947

販売費及び一般管理費 2,784,816 2,736,663

営業利益 2,019,637 2,177,283

営業外収益

受取利息 11,196 11,756

受取手数料 7,625 10,002

受取補償金 2,849 2,825

為替差益 21,879 2,484

その他 4,120 4,026

営業外収益合計 47,671 31,095

営業外費用

売上割引 23,051 23,591

営業外費用合計 23,051 23,591

経常利益 2,044,257 2,184,788

特別利益

固定資産売却益 － 1,025

特別利益合計 － 1,025

特別損失

固定資産除却損 0 21

特別退職金 6,385 －

特別損失合計 6,385 21

税引前四半期純利益 2,037,871 2,185,792

法人税等 718,397 704,866

四半期純利益 1,319,473 1,480,925
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【注記事項】

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

（税金費用の計算）

税金費用について、当第３四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効

税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第１四

半期会計期間から適用しております。

（表示方法の変更）

前事業年度において、「流動資産」の「受取手形及び売掛金」に含めておりました「電子記録債権」は、金額的

重要性が増したたため、当第３四半期会計期間より独立掲記することとしております。この表示方法の変更を反映

させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前事業年度の貸借対照表において、「流動資産」の「受取手形及び売掛金」に表示しておりました

2,471,202千円は、「受取手形及び売掛金」2,470,441千円、「電子記録債権」761千円として組替えております。

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

前第３四半期累計期間
(自 平成28年１月１日
至 平成28年９月30日)

当第３四半期累計期間
(自 平成29年１月１日
至 平成29年９月30日)

減価償却費 108,691千円 82,237千円

　

(株主資本等関係)

Ⅰ 前第３四半期累計期間（自 平成28年１月１日 至 平成28年９月30日）

１.配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年３月25日
定時株主総会

普通株式 987,193 43.0 平成27年12月31日 平成28年３月28日 利益剰余金

平成28年７月28日
取締役会

普通株式 596,904 26.0 平成28年６月30日 平成28年９月１日 利益剰余金

　

２.基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

Ⅱ 当第３四半期累計期間（自 平成29年１月１日 至 平成29年９月30日）

１.配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年３月24日
定時株主総会

普通株式 1,492,262 65.0 平成28年12月31日 平成29年３月27日 利益剰余金

平成29年７月27日
取締役会

普通株式 803,524 35.0 平成29年６月30日 平成29年９月１日 利益剰余金

　

２.基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第３四半期累計期間（自 平成28年１月１日 至 平成28年９月30日）及び当第３四半期累計期間（自 平成29年

１月１日 至 平成29年９月30日）

当社の事業は、潤滑油の販売並びにこれらに付帯する事業の単一セグメントであるため、記載を省略しておりま

す。

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期累計期間
(自 平成28年１月１日
至 平成28年９月30日)

当第３四半期累計期間
(自 平成29年１月１日
至 平成29年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 57円47銭 64円50銭

（算定上の基礎）

四半期純利益金額（千円） 1,319,473 1,480,925

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 1,319,473 1,480,925

普通株式の期中平均株式数（株） 22,957,936 22,957,865

（注）なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

２ 【その他】

第41期（平成29年１月１日から平成29年12月31日まで）中間配当については、平成29年７月27日開催の取締役会にお

いて、平成29年６月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議い

たしました。

①配当金の総額 803,524千円

②１株当たりの金額 35円00銭

③支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成29年９月１日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成２９年１１月１０日

ビーピー・カストロール株式会社

取締役会 御中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 宮 入 正 幸 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 野 元 寿 文 印

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているビーピー・

カストロール株式会社の平成２９年１月１日から平成２９年１２月３１日までの第４１期事業年度の第３四半期会計期

間（平成２９年７月１日から平成２９年９月３０日まで）及び第３四半期累計期間（平成２９年１月１日から平成２９

年９月３０日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、ビーピー・カストロール株式会社の平成２９年９月３０日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な

点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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